（申請書様式1：新規案件）
年　　月　　日
公益財団法人日本国際協力財団
理事長　秋山　進　殿
申請団体名
代表者役職名
　　代表者氏名　　　　　　　　　[印]
２０２０年度　国際協力ＮＰＯ助成　助成金交付申請書
　２０２０年度の貴財団の国際協力ＮＰＯ助成について、関係書類を添え、下記のとおり申請します。
記
1. 助成申請団体の概要
（1） 団体名： 
（2） 本部所在地、郵便番号
（3） 電話番号、ファックス番号、e-mailアドレス
（4） 担当者氏名： 
（5） 担当者　電話番号、e-mailアドレス
（6） 設立年月日、目的、事業内容等
（7） 現地事務所の有無　（現地事務所を有する場合は団体名、所在地、職員数を明記）
２．プロジェクトについてのアピール（400字程度で自由作文）
３．プロジェクトの実施計画
（1） プロジェクト名
（2） 着手・完了時期
（3） 実施地域
（4） 計画に至った経緯及び必要性、妥当性（現地の問題・ニーズ等）

（5） 援助対象者及び対象者数
（6） 上位目標（最終的に目指すゴール）
（7） 事業目標（当年度に目指すゴール）
（8） 事業計画概要
事業目標を達成するためにどのような活動を実施するのかをこの欄に簡潔に記載してください。
＊別紙１に事業目標を達成するための具体的な活動内容、スケジュール、期待される成果と指標およびその確認方法を記載してください。
（9） 持続発展性

（10） 実施体制（要員、現地政府や協力団体・住民との関係、役割分担、意思決定プロセス等）＊現地に日本人スタッフを派遣する場合は、その期間および渡航回数予定を記載してください。
（11） 現地協力団体の有無　（現地協力団体を有する場合は組織概要を明記）
（12） 実施体制内における目標等の共有状況、現地および日本国内における広報状況
（13） 完了後のフォローアップ計画　
※プロジェクトが２年以上に及ぶ場合は、中長期計画の概要を記載してください。
４．助成希望額等（様式3に詳細記載）
（１）助成希望額　　　　　　　　　円
（２）費用総額のうち、助成希望額の割合（％）
　　　　　助成希望額（　　　　　円）　÷　費用総額（　　　　　円）×100＝　　％　

（３）他機関からの助成金の受給状況

※本申請案件について、他の助成金を申請している場合は助成団体名とその状況を記載してください。

	助成機関名称
	申請金額
	内　　訳
	状　　況

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	[記載例]
〇〇〇〇財団
	1,500,000円 
	現地スタッフ人件費:500,0000円
研修開催費：800,000円
現地交通費：300,000円
	申請中
(XXXX年XX月結果発表)


５．当財団からの助成状況
　　　※過去１０年間に当財団から助成を受けたことのある団体は、その実績を記載。　　　
６．中間報告書の提出予定時期
     ２０２０年　　　月

７．添付書類
（1） 団体についての書類
· 定款
· 登記簿謄謄本（履歴事項証明書）（発行日より3ヶ月以内のもの）
· 過去２ヵ年の事業報告書及び収支決算書
· 申請年度の事業計画および予算
· これまでの援助活動の実績を記した書類
（特にプロジェクト実施地域における活動実績、課題・失敗に対する対処の事例、類似事業）
· 団体の役員名簿
· 団体の職員数（常勤、非常勤別）を記した書類
（2） 人件費・旅費に当助成金を使用する場合は、その者の所属、専門性、経歴、プロジェクトにおける役割・スケジュールを記した書類
（3） 団体内部の専門家及びスタッフを派遣する場合、日当等の金額を定めた旅費規程
（4） その他、当財団が特別に依頼する書類
以　上
（記入上の注意）
（1） 上記の内容に記載漏れがあった場合は、審査対象になりませんのでご注意ください。
（2） 添付書類に外国語が用いられている場合は、日本語訳を添付してください。
（3） 用紙はＡ４版を使用してください。
（4） 提出された申請書および添付資料は、助成が決定されなかった場合でもお返ししません。
別紙１　（申請用）

３-（８）事業計画　(新規案件)
	上位目標　申請書３－（６）を転記　

	事業目標　申請書３－（７）を転記　

	活動実施時期
活動を実施する時期を記載してください。年間を通して実施する活動は「通年」等と表記してください。
	具体的な活動内容
事業目標を達成するための具体的な活動内容を活動ごとに記載してください。
	期待される成果と成果を測る指標および確認方法

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


＊行数は活動数に合わせ適宜修正してください。
